
　新型コロナウイルス感染者の療養期間が
　短縮されました

厚生労働省は、９月７日付の自治体への事務連絡「新型コロ
ナウイルス感染症の患者に対する療養期間等の見直しについ
て」において、新型コロナウイルス感染者の療養期間を、現
在の原則 10 日間から７日間に短縮することを発表し、同日
から適用となりました。この事務連絡の内容は以下のとおり
です。

◆症状がある場合は７日間に
　新型コロナウイルス感染症の陽性者で有症状の場合は、発
症日から７日間経過し、かつ、症状軽快後 24 時間経過した
場合には８日目から解除が可能となりました。
ただし、10 日間が経過するまでは、感染リスクが残存する
ことから、検温など自身による健康状態の確認や、高齢者等
ハイリスク者との接触、ハイリスク施設への不要不急の訪問、
感染リスクの高い場所の利用や会食等を避けること、マスク
の着用等、自主的な感染予防の徹底をお願いするとしていま
す。
また、現に入院している者（高齢者施設に入所している者を
含む）は、発症日から 10 日間経過し、かつ、症状軽快後 72
時間経過した場合に、11 日目から解除が可能となります（従
来から変更なし）。

◆無症状の場合は５日間に
無症状の場合は、従来どおり、検体採取日から７日間を経過
した場合には８日目に療養解除が可能となります。加えて、
５日目の検査キットによる検査で陰性を確認した場合には、
６日目から解除が可能となりました。
ただし、７日間が経過するまでは、感染リスクが残存するこ
とから、検温など自身による健康状態の確認や、高齢者等ハ
イリスク者との接触、ハイリスク施設への不要不急の訪問、
感染リスクの高い場所の利用や会食等を避けること、マスク
の着用等、自主的な感染予防の徹底をお願いするとしていま
す。

自分たち以外の夫婦は同姓でも別姓でも構わない」32.3% の
合計）、一方で「同姓であるべきだ」が 18.3% と、45.7 ポイ
ントもの差が出ました。

◆「職場では旧姓の通称使用が認められている」は 42.3%
職場では、旧姓（結婚前の名字）の通称使用が認められてい
るか聞いたところ、「認められている」は 42.3%、「認められ
ていない」は 11.9% となりました。業種別に見ると、旧姓
使用が認められていると回答した人の割合は、「情報通信業」

（72.7%）や「金融業、保険業」（52.5%）、「教育、学習支援」
（58.9%）、「公務」（62.7%）では半数を超えたのに対し、「建
設業」（33.3%）や「卸売業、小売業」（32.7%）、「運輸業、郵便業」

（25.8%）はやや低い傾向が見られます。

◆「配偶者に関する手当がある」は 60.6%、「子どもに関する
手当がある」は 60.3%
　職場の制度についての質問で、生活関連手当の有無を聞い
たところ、「配偶者に関する手当」では「あり・雇用形態の
区別なく、同じ金額で支給される」が 20.6%、「あり・雇用
形態により金額が異なる」が 9.6%、「あり・正規雇用にのみ
支給され、非正規雇用には支給されない」が 10.7%、「あり・
雇用形態による違いはわからない」が 19.7% で、合計した「手
当がある（計）」は 60.6%、「手当がない」は 39.4% となり
ました。また、「子どもに関する手当」では「手当がある（計）」
は 60.3%、「手当がない」は 39.7% でした。

【日本労働組合総連合会「夫婦別姓と職場の制度に関する調
査 2022」】
https://www.jtuc-rengo.or.jp/info/chousa/data/20220825.pd
f?4776
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◆外出自粛制限も緩和
　療養期間中の外出自粛については、有症状の場合で症状軽
快から 24 時間後、または無症状の場合は外出時や人と接す
る際は短時間とし、移動時は公共交通機関を使わないこと、
外出時や人と接する際に必ずマスクを着用するなど自主的な
感染予防行動を徹底することを前提に食料品等の買い出しな
ど必要最小限の外出を行うことが可能となりました。
　療養期間の解除が短縮されても、引き続き基本的な感染予
防対策を徹底する必要があります。

【厚生労働省「新型コロナウイルス感染症の患者に対する療
養期間等の見直しについて」】
https://www.mhlw.go.jp/content/000987473.pdf

　夫婦別姓に対する意識と職場の制度
　～連合の調査より

日本労働組合総連合会（連合）は、「夫婦別姓と職場の制度
に関する調査 2022」の結果を発表しました。調査は、「選択
的夫婦別氏制度」（以下、選択的夫婦別姓）に対する意識や
職場の制度の実態を把握するために実施したもので、2022
年７月 15 日～７月 16 日の２日間、20 歳～ 59 歳の働く男女
を対象にインターネットリサーチで行い、1,000 名の有効サ
ンプルを集計しました。

◆「同姓でも別姓でも構わない」が 64.0%、「同姓であるべき
だ」は 18.3%
全回答者（1,000 名）に、夫婦の姓のあり方についてどう思
うか聞いたところ、「同姓でも別姓でも構わない」が 64.0%

（「自分は夫婦同姓がよい。自分たち以外の夫婦は同姓でも別
姓でも構わない」31.7%、「自分は夫婦別姓が選べるとよい。
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　　今月の税務と労務の手続

11 日
○　源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　［公共職業安定所］

31 日
○　個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第３期分＞
　　［郵便局または銀行］
○　労働者死傷病報告の提出
　　＜休業４日未満、７月～９月分＞［労働基準監督署］
○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］
○　労働保険料の納付＜延納第２期分＞［郵便局または銀行］
○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提
　　出［公共職業安定所］
○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）
　　＜雇入れ・離職の翌月末日＞
　　［公共職業安定所］
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